
SAGAI Kiyotaka,UMEMOTO Mana,MATSUKAWA Yuuichi

第66回（2022年度） 北海道開発技術研究発表会論文

「ミズ」から学ぶ河川防災教育のこれから
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令和3年11月に「流域治水関連法」が施行された。本法案附帯決議では「学校教育及び社会教

育における防災教育の充実を図ること」とあり、防災教育活動の更なる拡大が求められている。

北見河川事務所では、教職員や河川防災に詳しい大学教授らと協働で内容を検討し、平成24

年から毎年「川の防災学習会」を実施している。

本報告では活動状況や目的達成のための工夫点などを紹介し、今後の実施拡大に向けた課題

解決への取組を報告する。
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1. はじめに

北見河川事務所では、平成24年より常呂川流域にあ

る北見市内の小学校2校において、令和4年度からは新

たに3校増え5校で、河川防災への知識や備えに関する

学習支援活動を実施している（写真-1）。

実施校周辺には、過去に水災害をもたらした河川が

流れていることから、この学習支援活動では、児童

の生活圏にある身近な河川を題材として、これまで

に発生した水災害の特徴のほか、ダムや護岸等が果

たす防災機能などを、模型や地図などを用いて具体

的に説明している。また、身近な河川による水災害

発生時に予想される危険やその回避方法などを、グ

ループディスカッションを通して児童自身に考えさ

せる「アクティブラーニング」と言われる手法を取

り入れた授業を実施している。授業後には実施校の

教職員や児童・保護者を対象にアンケート調査を行

い、それらの結果を踏まえた検討を教職員や大学教

授らと積み重ねながら授業内容をブラッシュアップ

することにより、児童から高い関心が得られる質の

高い学習支援の継続に努めている。

ここ数年、気候変動の影響によると思われる水災害

が激甚化・頻発化しており、人命のみならず社会経

済活動へも大きな影響が表れ始めている。

これらを踏まえ、社会では河川流域全体のあらゆる

関係者が協働で水災害を軽減させる「流域治水」へ

の転換が求められ、令和3年11月に「流域治水関連

法」が施行された。本法案が審議された国土交通委

員会では「学校教育及び社会教育における防災教育

写真- 1 川の防災学習会（マイ・ハザードマップ）

の充実を図ること」が附帯決議され、防災教育活動

の更なる拡大が求められている1)。

本稿では、防災教育の潮流と教育現場の現状のほか、

北見河川事務所でこれまで実施している学習支援実

施後のアンケート調査結果から河川防災教育の効果

を評価し、今後、地域全体の安全につながる流域治

水への取組の方向性と方策を考察する。

2. これまでの防災教育の潮流と教育現場

学校教育のなかで「防災」は、様々な教科・行事で

扱われてきた。例えば、社会科の授業では消防署や

警察署の見学を通して地域安全について学び、理科

の授業では台風や地震、火山噴火などの自然災害の

発生メカニズムを学んできた。また、体育や避難訓

練・安全指導などを通して怪我をしやすい状況やそ

れらを防ぐための留意点等を学ぶことが挙げられる2)。
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しかし、1995年の阪神淡路大震災や、2011年の東日

本大震災など大きな災害を契機として、文部科学省

を中心に学校における防災教育に関する議論がなさ

れるようになり、「防災教育の拡充」はもとより、

「地域との連携・協働」や「地域防災力の向上」な

どの重要性も注目されるようになってきた。

そのような背景から、最新の小学校学習指導要領

（平成29年告示）においては、自然災害全般に関して

「教科等横断的な教育内容とする」ことが求められ、

例えば小学校５年の社会科の授業「自然災害を防

ぐ」では地形や気候と地域の実情に合った災害（地

震・風水害・噴火などから選択）を学ぶこととなっ

ており、それと関連付けて同じく小学校５年の理科

の授業で「天気の変化」「台風と天気の変化」「流

れる水のはたらき」を学ぶなど、災害時に役立つ実

践的な防災教育となるような工夫がなされている。

令和元年12月には文部科学省から各教育委員会等に

「自然災害に対する学校防災体制の強化及び実践的

な防災教育の推進について（依頼）」が発出され3)、

東日本大震災時の大川小学校の事例を踏まえて、こ

れまでの学校における防災体制・防災教育を振り返

り、地域などとの連携協働体制を見直すことが通知

された。

また、「第３次学校安全の推進に関する計画」（令

和4年3月閣議決定）においては、学校安全を推進する

上での課題のひとつとして「今後発生が懸念される

大規模災害に備えた実践的な防災教育を全国的に進

める必要性」が掲げられており、課題に対する基本

的な施策として「地域の災害リスクを踏まえた実践

的な防災教育・訓練を実施」して、「災害時に全て

の児童生徒等が、自ら適切に判断し、主体的に行動

できるよう、安全に関する資質・能力を身につけ

る」ことが目指す姿・目標として示された。更に二

次的な効果として「地域と学校が連携して防災教育

に取り組むことを通じて大人が心を動かされ、地域

の防災力を高める効果も期待される」ことが記載さ

れており、地域と学校が連携することによる地域防

災力の向上についても期待されるようになった4)。

一方で、小学校・中学校などの教育現場では、学習

指導要領改訂に伴う教科書変更への対応や、GIGAス

クール構想に伴う研修会への参加・授業運営の変更、

様々な事情を抱える家庭への個別対応、更にはコロ

ナ禍による教育活動の制限などにより、教職員1人当

たりの負担は増しており、充実した防災教育に欠か

せない学校所在地周辺の地形の把握や防災に関する

教育素材・教材の研究を十分に行うための時間が少

なくなっているのが現状である。

3. 「河川防災・環境教育活動プログラム」の概

要とその取組

北見河川事務所では、地域にある常呂川や無加川な

どの河川防災や河川環境への理解を深めるため、小

学校4～6年生を対象とした「河川防災・環境教育活動

プログラム」を作成し、『総合的な学習（探求）の

時間』や『理科』の教科2校時（90分）扱いで、北見

市内小学校において「川の環境学習会」と「川の防

災学習会」を実施している（次頁 図- 1）。このプロ

グラムは、北見河川事務所・北開水工コンサルタン

ト・北見工業大学の産学官が協働で策定した内容を

基本に、実施校教職員とも実施前・実施後の打合せ

を行い、学習支援内容の改良や指導改善等を行い実

施している。

4年生で実施する「川の環境学習会」では、なかな

か気軽に行くことのできない身近な川の環境を知っ

てもらうため、学校近くの川へ移動し、水生生物採

取や魚類調査、パックテストを用いた簡易水質調査

を行っているほか、調査地点周辺の流速の違いや澪

筋、深掘れや水衝部等の地形状況、救命胴衣着用の

重要性など川の危険箇所や危険回避対策も確認し後

の防災学習等につなげている。

5年生で実施する「マイ・ハザードマップ作成」で

は地域の特徴や危険な箇所を地図に書き込み、学校

までの通学路の危険を洗い出し、地域や水災害の特

徴を把握し理解することに主眼を置いている。

一方6年生で実施している「災害図上訓練（DIG）」

や「マイ・タイムライン作成」では、5年生で学んだ

ことを振り返り、水災害発生時に自分自身がとる標

準的な防災行動を時系列で整理するほか、非常持出

品の準備体験を行い、日常からの備えについて理解

を図っている（写真- 2）。また、洪水時における地域

の特性を理解するため、学校周辺のハザードマップ

を使用し、水災害リスクや避難行動などを「我が

事」としてとらえてもらうよう、様々な方策を考え

てもらうことに主眼を置いている。

写真- 2 非常持出品の準備体験
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図- 1 「河川防災・環境教育活動プログラム」（マイ・ハザードマップ、災害図上訓練、マイ・タイムライン）説明
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4. アンケートから見る効果

教育内容をより効果的なものとする目的で、全ての

実施校の児童・教職員に実施後アンケート調査を行

い、回答を得ている。その中で、川の防災学習会を

継続して行ってきた北見市内小学校1校のアンケート

回答を整理し、学習支援の効果を以下に考察する。

(1) 「川の防災学習会」の理解度（5年生）

「川の防災学習会」の理解度を問う質問では、どの

年度においてもおよそ9割の児童が「とてもよくわか

った」「よくわかった」と回答しており、学習効果

の高いプログラムとなっていることが分かる（図- 2）。

しかし、令和元年・2年度は、その割合が少なくなり、

令和2年度は75％に留まった。そこで、「ふつう」、

「わからなかった」と回答した理由についてアンケ

ート結果から推察し、学習会で用いる河川用語を児

童の習熟度に合わせて、より平易な言葉を使用する

ことや（例：「常呂川流域」を「降った雨が常呂川

に集まってくる範囲」、「法面」を「斜めになって

いて、そり滑りしたくなるところ」など）、資料に

は必要に応じてルビを振ると共に、写真やイラスト

を多用することで視覚的に理解できるように工夫し

た。更に出水時の状況などは写真だけではなく、動

画を利用してより臨場感をもって伝えるなど様々な

工夫を試みた。その結果、令和3年・4年度は理解度に

改善が見られた。また、理解度をより明確に把握す

るため、アンケートの回答項目のうち「ふつう」

「よく分かった」を、「少しわからないところがあ

った」「わかった」に変更する工夫も行った。

(2) ハザードマップの保有（5・6年生）

ハザードマップの保有率は図- 3及び図- 4に示す通り

であり、5年生の結果に着目すると、ハザードマップ

の配布年（平成27年・令和元年）は5割ほどが「あ

る」と回答しているが、以降は下がっている、もし

くは横ばいの傾向を示す。5年生時に「川の防災学習

会」の授業を受け、翌年 6 年生になって 2 回目の学

習会を受けた時には、実際にハザードマップを持参
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図- 2 学習会の理解度

して参加する児童も多く、全体的に保有率は増加し

ている。

これは、5年生時の学習会で各家庭のハザードマッ

プを再確認するよう呼びかけ、学習会内でも校区の

ハザードマップをプリント配布している成果ととら

えることができ、2か年続けて実施する教育効果が表

れているものと思われる。

(3) 家族との会話（6年生）

河川防災教育の実施内容を家族と共有することは、

住民の確実な避難行動に繋げる方策の一つと期待さ

れるため、「家に帰ったら家族に、今日の「川の防

災学習会」について何か話しますか」とのアンケー

トを行った結果、「話す」「たぶん話す」との回答

はそれぞれ各年3～4割程度で変動していた（図-5）。

学習会後に実施する教職員との意見交換によると、

高学年になると第二次成長期に差し掛かることが原

因で、児童と保護者の関り（会話・コミュニケーシ

ョン）が希薄になる傾向があるとのことであり、保

護者や親同士の繋がりによる話題の拡がりを期待し

た仕掛けを施す必要があると考えられた。

(4) 保護者の認識（5年生・6年生の保護者）

(3)において、参加児童とその保護者との話題共有を

促す必要があると考えられたことから、北見河川事

務所・北開水工コンサルタント・北見工業大学の3者

で行った実施後打合せにより、話題に取り上げても

らうための仕掛けとしての保護者アンケートの実施
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図- 3 ハザードマップの保有（5年生）
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図- 4 ハザードマップの保有（6年生）
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図- 5 家族との会話（児童から保護者）
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図- 6 保護者の学習会実施の認知
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図- 7 学習会後の会話

を企画した。早速実施校と協議を行い、令和 2 年よ

り継続実施している。

保護者アンケートの結果によると、「川の防災学習

会」の実施を知っている割合は各学年6割程度であり、

5年生と6年生を比較すると、前年度より1割程度増加

していることが分かる（次頁 図-6）。

また、実施後の会話については、5割程度の家庭で

話題に挙げられていることが分かった（図- 7）。しか

し、5年生と6年生を比較すると、前年度より1割程度

減少しており、(3)で示すように児童と保護者の関わ

りが希薄となっている影響が表れているものと考え

られる。

その他、自宅と避難場所のどちらが安全と思うかと

の問いには、3～4割程度が『「自宅」の方が安全』と

の回答があった（図- 8）。その理由（複数回答可）と

しては「自宅が２階以上またはマンションな
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図- 8 安全と思える場所（5年保護者）
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自宅が２階以上またはマンションなの

で垂直避難ができるから

近くに身の安全を確保できる親戚など

の家があるから

自宅が北見市洪水ハザードマップの浸

水想定区域内に入っていないから

身体の不自由な方などと同居してい

て、迅速な避難が難しいから

これまでに水害を経験したことがない

から

新型コロナウィルス感染の「３密」が

気になるから

その他
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図- 9 自宅に留まる理由（5年保護者）※複数回答

ので垂直避難ができるから」「自宅が北見市洪水ハ

ザードマップの浸水想定区域内に入っていないか

ら」との回答が多く寄せられた（図- 9）。

上記結果より、6年生の学習会では、自宅での避難

（垂直避難）することになった際の留意点を追加し、

非常持出品の準備や心構えについて補足している。

5. 拡大に向けた課題解決への取組

「川の防災学習会」実施後に行った保護者アンケー

トのご意見や教職員との意見交換では、本学習会の

継続実施を期待する要望が多く寄せられている。し

かし、一方で実施校は流域内の数校に留まっており

拡がりに乏しい。このことに関し今年度実施校にお

いて本学習以外での防災の取組を伺ったところ、教

職員による特段の活動は行われず、また、同校に赴

任して初めてこの活動を知ったという内容であった。

その理由として、教科へ防災に関する事項が盛り込

まれ、知識や教材面を支援する副読本や動画等が

様々な機関から提供されている5)ことは認識されてい

るが、2. で述べたように教職員の負担が増えている現

状や、教職員自身に災害体験が無く、児童に対して

防災を正しい情報として伝えることができないとい

うこと。また、災害発生時に伝えたことを実行して

命を落とすことがあれば、前述の大川小学校の事例

のようになるのではないかとの懸念から、率先して

「防災」を扱うことに抵抗があるとのことだった。

以上から、専門知識を有する機関の支援として、本
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プログラムのような教育活動は今後も継続して実施

するほか、教育委員会や教職員研修機関と連携し、

防災に関する情報提供やプログラムの体験などによ

る知識習得、支援活動の広報が新たに必要と考える。

また、これまで環境学習会のみを行っている小学校

への広報活動に加え、校長・教頭会、校外研修等で

の周知を実施校教職員に依頼している。

6. 流域治水への取組の方向性と方策

従来の河川防災教育は、川の近くに住む住民の暮

らしを中心に、水の恩恵を受けたり、水害に遭った

りといった 1 対 1 の関係での対策に目を向けてきた

が、今後は川から遠い地域の方にも、「流域治水」

への取組に対し協力を求める必要がある 6)。その中で

は、治水や水源保全など上流域が担う役割によって

住民の安全な暮らしが守られているという重要な事

実を、流域全体で共有できるようそれぞれの地域に

根差した「防災教育」を仕掛ける必要がある。

地域防災力を十分に発揮するには地域コミュニティ

ー（町内会や自治会等）との関係が重要であるが、

加入世帯の減少や、それによる地域住民間の連帯感

などの地縁的つながりが薄くなってきており、「共

助」としての役割が難しい現状となってきている。

現在、文部科学省では、地方教育行政の組織及び

運営に関する法律に基づくコミュニティ・スクール

（学校運営協議会制度）を進めている 7)。これは、学

校運営に地域の声を積極的に生かし、地域と一体と

なって学校づくりを進める「地域とともにある学

校」への転換を図るための仕組みである。この制度

により、学校教育のみならず社会教育や生涯学習な

どから「地域への橋渡し役」としてアプローチする

ことができると考える。

7. 河川防災教育のこれから

今年度、「川の防災学習会」を実施した中で、と

ても印象に残っているエピソードがある。それは、

ある実施校教職員が、幼い頃より母親から「川の近

くに住むのは危ない」と伝えられ、大人になった現

在も、勤務地の近く（川がそばにある所）ではなく、

遠い高台の方に住まわれていたという内容である。

河川整備が未だ進んでいなかった当時は、「命を守

る」知恵として当たり前のように行われ、その思い

が今でも一部に伝承され残っている。これこそが

「流域治水」の一端と考えさせられた瞬間であった。

このような意識は、河川整備が進み、水災害が減少

するにつれ徐々に薄まってきているように感じる。

地球温暖化等の影響により、これまでには考えられ

ないような規模の災害が頻発し、いつ身近で同様な

災害が発生してもおかしくはない時代だからこそ、

流域治水が当たり前に行われていた頃のように、親

から子へ河川防災を伝承し、地域全体が河川を自身

の生活の一部と捉え、関心を持ち、学び、共存する

社会を目指すことが必要である。

これからもより良い河川防災教育を提供するため、

児童が理解しやすいよう、これまで実施したDIGやマ

イ・ハザードマップ作成、マイ・タイムライン作成、

動画や模型を使った説明それぞれを改善し続け、

『地域とともにある専門家集団』として積極的に支

援し続ける。
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